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公助共助

自助

一人ひとりが自分で自分を守る＜個人、家庭＞

地域でお互いに助け合う
＜自主防災組織、地域団体、

学校等＞

⾏政が対応する
＜県・市町村、関係機関＞

地域防災体制のあり方防災対策の基本

自助及び共助、それを支える公助による対応

少子、高齢化、過疎化の
進⾏で自助が困難な者
が増大



市町村…基礎自治体として、災害対応の第一義的責任者

市町村の地域、住民の生命・身体・財産を災害から保護
応急措置（消防、水防、救助、防御・拡大防止措置）の実施

責務

事前措置の指示（第59条）災害を拡大させるおそれがある物件等の除去等を指示
避難の指示等（第60条）地域の居住者等に対し、避難のための立退きを指示
警戒区域の設定（第63条）警戒区域を設定し立入を制限・禁止、退去命令
物的応急公用負担（第64条）土地・建物等の一時使用、土石・竹木等物件の使用・収用
、応急措置の支障となる工作物・物件の除去等

人的応急公用負担（第65条）住民・現場にいる者の応急措置への従事

権限

都道府県…広域自治体として、市町村を支援

責務 市町村・指定地方公共機関の防災業務の実施を支援・総合調整
応急措置の実施、市町村が行う応急措置の支援

権限 従事命令等（第71条）医療従事者等への従事命令、住民への協力命令など
市町村長への指示（第 72 条）市町村長への応急措置の実施・他団体の応援
の指示

市町村長の事務代行 避難指示等を市町村長に代わって実施

（第 60 条第 ３項、73 条）
市町村長の応援（第 68 条）市町村の災害応急対策の応援（対応義務）
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災害対策基本法における市町村・県の責務、権限



〇 災害対策基本法の改正（令和３年5月）により、避難行動要支援者（高齢者や
障害者など）のために個別避難計画の作成が、市町村の「努力義務」となった。

難病患者、小児慢性特定疾病児童、医療的ケア児も対象

〇「個別避難計画」とは、災害発生時に避難行動要支援者がスムーズに避難で
きるよう、「どこに避難するか」「誰が避難を支援するか」など、避難に必要な事
柄をあらかじめ計画立て、市町村や避難支援者関係者間で共有するもの。計
画作成には本人の同意が必要。 

〇個別避難計画作成の背景には、近年の災害において、多くの高齢者が被害
に遭い、障がい者等の避難が適切に行われなかった事例があったため、災害
時にこれらの要支援者が避難で遅れることによる犠牲者を減らし、「誰一人取り
残さない」防災を実現することを目標としている。

〇災害発生時、被害が大きければ大きいほど、行政機関が行う「公助」だけで
全ての被災者を迅速に支援することは難しく、その場合においては「自助」、そ
して「共助」が更に重要となるため、事前に個別避難計画を作成しておくことは
有効。

災害対策基本法の改正（令和3年5⽉）
市町村の個別避難計画の努⼒義務化



＜配備体制＞

【災害対策本部室】

場所：鳥取県庁第2庁舎３階

⿃取県の災害医療体制

〇災害の状況に応じて体制を拡充

主な設置基準等組 織体制区分

気象注意報（大雨・洪水・高潮・大雪・雷(⻯巻の気
象情報とセットの場合)）、
水防警報（待機、準備）、震度３（県内）

平時の組織
（関係職員対応）注意体制

気象警報（大雨・洪水・高潮・大雪・暴風又は暴風
雪(陸上での最大風速が25m/s以上)）、
水防警報（出動、指示）、震度４（県内）

平時の組織
（関係職員対応）警戒体制１

記録的短時間大雨情報、土砂災害警戒情報
台風の暴風域が鳥取県を通過、
震度５弱（県内）、津波注意報

災害警戒本部
（本部⻑：
危機管理局⻑）

警戒体制２

特別警報、震度５強〜６弱（県内）、大津波警報又
は津波警報災害対策本部

○本部⻑：知事

非常体制１

震度６強以上（県内）※基本的には全庁・全職員対応
県下全域にわたる風水害、地震災害非常体制２

災害に応じた配備基準と災害対策本部室



・管内の被害状況等の情報収集、応援要請

・市町村地域防災計画に基づく保健衛生活
動 等

鳥取県保健医療福祉対策本部（本部長：福祉保健部長）

鳥取県保健医療福祉対策支部
（支部長：保健所長）

相互連携

県内の保健医療福祉活動を総合調整

保健医療福祉活動チーム（※）

１ 2 3 4 5 6 7 8 9

国等

連
携

医療政策課
(医療分野)

医療政策課
健康政策課

感染症対策センター

(保健衛生分野)

医療・保険課
（医薬分野）

障がい福祉課
長寿社会課

（精神保健・福祉分野）

市町村市町村 市町村

本部長

保健・医療・福祉支
援ニーズ等の
分析結果を把握

【主な構成：実施部】

98765432１

連絡窓口
福祉保健課

（本部設置・調整） 県災害医療コーデ
ィネートチーム

県DMAT調
整本部

等

避難所 避難所 避難所 避難所 避難所 避難所

チームを適
正配置

被災以外の保健所

市町村
関係
機関

派
遣
調
整

派
遣

・現地への保健医療福祉活動チームの受入、派遣調整
・保健医療福祉活動に必要な情報の収集、活動方針の決定
・収集した情報の本部への報告、応援要請 等

・保健医療福祉活動チームの派遣調整
・保健医療福祉活動に必要な情報の収集、活動方針の決定
・国や他県等への応援要請及び調整 等

地域災害医療コーディネートチーム 等

十分な情報を
収集・分析

応
援
要
請

応
援
要
請

応
援
要
請

派
遣

派
遣

派
遣

他県等

※保健医療福祉活動チーム…DMAT、JMAT、日本赤十字社の救護班、災害支援ナース、DPAT、JRAT、歯科医師チーム、薬剤師チーム、看護師チーム、
DHEAT、保健師チーム、管理栄養士チーム、DICT、 DWAT 等）

保健所
（⼆次医療圏）

市町村

本県の大規模災害時の保健医療福祉活動の概略図
本部・支部・市町村による縦の連携と、地元関係機関やDMAT等の活動チームとの横の連携をしっかりと構築 都道府県

管内市町村への派遣調整など活動拠点への支援

鳥取市医療対策部（部長：鳥取市保健所長）

被災地

情報共有・
派遣調整

被災者への支援体制構築（活動拠点）

支援の三層構造
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⿃取県災害時公衆衛生マニュアル（抜粋）

（10）災害弱者（在宅要支援者）への対応

市町村が行う、在宅要支援者に対する

安否確認や支援等に対し、必要に応じ

次の事項について協力支援を行う。

・障がい者のうち在宅要支援者に対する

安否確認、支援相談

・難病患者のうち在宅要支援者、在宅人

工呼吸器装着患者に対する安否確認、

支援相談

・その他災害弱者に対する安否確認、支

援相談

⿃取県災害医療活動指針（抜粋）
１ 専門的治療や医療器機の継続使用 （電

源の確保）ができるよう調整する。

２ 処置・治療に必要な物品を確保する。

３ 処置を行う場所や処置時のプライバシー

の確保に留意する。

４ 易感染者には環境を整える。

５ 医療依存の高い者には、医療管理が受け

られる施設等への移動を勧める。

６ 歩行不安定者には、機能低下をきたさな

いよう配慮しつつ、ＡＤＬに配慮した避難

場所、生活スペースを確保する。

７ 周囲に病名等が知られないようプライバ

シーの確保に留意する。

難病患者等への災害時公衆衛生活動

指針やマニュアルを定め、⾒直しを⾏いながら災害時の公衆衛生活動を⾏います。



防災の備え（⿃取県難病療養の⼿引き）
【P１９】 【P２０】

【県ホームページに掲載】



防災の備え（⿃取県地域防災計画資料編）


